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日本政府に対する洋上風力の制度的支援に関する共同声明 

 

拝啓 

日本の再生可能エネルギー政策および海洋・港湾政策の推進に向けた継続的なご尽力

に対し、心より敬意を表します。 

本書簡は、日本における洋上風力産業および再生可能エネルギーの調達を積極的に進

める企業を代表し、今後の洋上風力政策の方向性について建設的な提言を申し述べる

ものです。 

現在、日本本社企業 90 社以上が Climate Group 主導の RE100 に加盟し、さらに 220

社を超える海外加盟企業が日本国内で事業活動を行っています。これらの企業は、日

本国内で年間約 44TWh の電力を使用していますが、そのうち再生可能エネルギー比

率は 36％にとどまっており、世界平均（53％）を下回っています。企業による再エ

ネ調達ニーズは今後さらに拡大する見通しであり、国内供給力の拡充が急務となって

います。 

日本は再生可能エネルギーの導入拡大に向けた明確な目標を掲げていますが、これを

着実に実現するためには、新規電源の継続的かつ大規模な開発が不可欠です。太陽光

や陸上風力は重要な役割を担いますが、土地利用制約を踏まえると、長期的かつ大規

模な拡張余地を有する洋上風力の戦略的重要性は極めて高いと考えます。 

一方で、日本における洋上風力の稼働容量は依然として限定的です。本年 1 月には五

島浮体式洋上風力発電所（16.8MW）が商業運転を開始し、響灘洋上風力発電所

（220MW）も運転開始が予定されていますが、商業運転に至る案件はなお限定的で

す。特に、第 2 ラウンドおよび第 3 ラウンドの案件については、ファイナンシャル

クローズに向けた課題が指摘されています。 

アジア、欧州、北米の事例が示すとおり、洋上風力市場の初期段階においては、制度

の予見可能性および適切な政策支援が、投資判断とコスト低減の両面において重要な

役割を果たします。歴史的に見ても、初期の政府支援なしに持続的な洋上風力市場が

確立された例はありません。 

今後 10 年程度の間に、日本において数 GW 規模の案件が着実に建設・運転段階へ移



行すれば、サプライチェーン投資の拡大、港湾・系統インフラの整備、人材育成の進

展、投資家の信頼向上、ならびに資本コストの低減を通じて、コストは段階的に低減

していくことが期待されます。その段階においては、再エネ調達を進める企業が相当

量のクリーン電力を吸収する準備が整っています。 

以上を踏まえ、私どもは、今後の公募・入札制度において、安定的かつ予見可能な支

援枠組みの構築をご検討いただくことを強く要望いたします。 

具体的には、 

• 適切な上限価格および下限価格の設定 

• 運転期間を通じた価格調整（インデクセーション）の導入 

• 既に選定された案件の事業継続性を確保するための長期脱炭素電源オークシ

ョン制度の設計 

等が有効な選択肢となり得ると考えます。 

こうした制度的対応により、初期の数 GW 規模の案件が確実に建設段階へ移行する

ことが可能となり、日本のネットゼロ目標達成のみならず、産業競争力の強化、エネ

ルギー安全保障の向上、ならびに国内サプライチェーンの確立と雇用創出に寄与する

ものと確信しております。 

私どもは、日本政府の取組を全面的に支持するとともに、制度設計に関する建設的な

対話に貢献する用意がございます。2026 年の制度検討に向け、意見交換の機会を賜

れますと幸いです。 

何卒ご高配を賜りますようお願い申し上げます。 

敬具 

 

本声明は、2026 年 2 月 24 日に合意された。 

 

団体紹介 

GWEC（Global Wind Energy Council） 

Global Wind Energy Council（GWEC）は、風力発電セクター全体を代表する会員制団

体です。80 カ国以上にわたり、1,500 を超える企業・団体・機関が加盟しており、メ

ーカー、デベロッパー、部品サプライヤー、研究機関、各国の風力・再エネ協会、電

力事業者、金融・保険会社などを含んでいます。 



RE100（Climate Group） 

RE100 は、使用電力の 100％を再生可能エネルギーで賄うことを約束した世界有数

の企業を結集する国際イニシアチブです。Climate Group が主導し、加盟企業による

直接投資および政策当局との連携を通じて、100％再エネ電力網への移行を推進して

います。現在 440 社以上が加盟し、一般消費者向けブランドから重要インフラ・重工

業サプライヤーまで幅広い企業が参加しています。加盟企業の合計売上高は 6.6 兆米

ドルを超え、世界の電力消費の 1.5％を占め、その年間電力使用量は韓国の年間消費

量を上回ります。RE100 は CDP とのパートナーシップにより設立されました。 

ACEC（Asia Clean Energy Coalition） 

Asia Clean Energy Coalition（ACEC）は、アジアにおけるクリーンエネルギー移行を加

速することを目的として 2022 年に設立された重要なイニシアチブです。主要な再エ

ネ需要家、供給者、金融機関を結集し、アジアの主要市場における政策形成に影響を

与えるとともに、持続可能なエネルギーソリューション推進のための戦略的助言およ

び調整を行っています。専門知見と戦略的コミュニケーションのハブとして、投資促

進、エネルギー安全保障の確保、持続可能な経済成長を後押しするエネルギー政策形

成において重要な役割を果たしています。 


